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１．江津市総合計画審議会条例 

昭和 61 年６月 19 日 

条例第 16号 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき江津市総合計画審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、本市の総合計画について調査、審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員 20 人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(１) 公共的団体等の役員及び職員 

(２) 知識経験を有する者 

３ 委員は、当該諮問にかかる審議が終了したときは、解任されるものとする。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代理

する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、主務課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、昭和 61 年７月１日から施行する。 

 

第１章 関連資料 
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２．諮問・答申 

 

＜諮 問＞ 

江 政 第 ２０４ 号 

令和元年１０月 ２日 

 

江津市総合計画審議会 

会長  久保田 典男  様 

 

江津市長  山 下  修    

 

第６次江津市総合振興計画の策定について（諮問） 

 

第６次江津市総合振興計画（基本構想・基本計画）の策定にあたり、江津市総合計画

審議会条例第２条の規定に基づき、貴審議会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

＜答 申＞ 

令和２年２月１２日 

 

江津市長  山 下  修  様 

 

江津市総合計画審議会     

会長  久保田 典男    

 

第６次江津市総合振興計画について（答申） 

 

令和元年１０月２日付け江政第２０４号で諮問のあった第６次江津市総合振興計画

（基本構想・基本計画）について、別添のとおり答申します。 
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３．委員名簿 

氏名 所属・役職 備考 

今井 久師 
今井産業株式会社 

代表取締役 
総合戦略審議会委員 

牛尾 雅弘 
江津市子育てサポートセンター 

事務長 
総合戦略審議会委員 

久保田 典男 島根県立大学総合政策学部教授 
◎会長 

総合戦略審議会委員 

田中 輝美 ローカルジャーナリスト 総合戦略審議会委員 

森山 芳宏 
山陰合同銀行 

江津支店長 

総合戦略審議会委員 

～Ｒ２.１.３１ 

武本 功 
山陰合同銀行 

江津支店長 
Ｒ２.２.１～ 

高宮 正明 
島根県政策企画局 政策企画監室 

政策企画監 
  

山田 克則 
江津商工会議所 

事務局長 
  

尾前 豊 
桜江町商工会 

理事 
  

平下 茂親 
一般社団法人江津青年会議所 

理事長 
  

川島 幸雄 
社会福祉法人江津市社会福祉協議会 

事務局長 
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4．策定経緯 

年 月 経 過 備 考 

Ｒ１ ５ 市民アンケート調査  

 
６ 中高生アンケート調査  

 
 ワークショップ（第１回目）  

 
７ ワークショップ（第２回目）  

 
 トップインタビュー 市長・教育長 

10 第１回総合振興計画審議会 諮問、骨子（案）、現状把握 

11 第２回総合振興計画審議会 基本構想（案）、基本計画（案） 

12 市議会情報交換会  

Ｒ２ １ 市議会議員連絡会  

 
 パブリックコメント  

 

 

庁内検討委員会 ３回 

 
第３回総合振興計画審議会 基本構想（案）、基本計画（案） 

 
２ 第４回総合振興計画審議会 基本計画（案）、答申 

 

３ 
「総合振興計画前期基本計画」 

市議会上程、可決 
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５．アンケート調査結果 

 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

本調査は、第６次江津市総合振興計画、人口減少対策「まち・ひと・しごと創生 江津市版総合

戦略」を策定するための基礎資料とすることを目的として実施しました。 

 

（２）調査実施方法 

調査対象 市民意識調査 転入者調査 転出者調査 

対象者と 

抽出方法 

江津市に居住している

18 歳以上の人（平成 31 年

4 月 10 日現在）の中から

4000 人を無作為に抽出 

平成 30 年３月２５日か

ら９月の間に江津市に転

入された 18 歳以上の人 

平成 30 年４月から９月

の間に江津市から転出さ

れた 18 歳以上の人 

調査方法 郵送調査法 郵送調査法 郵送調査法 

調査時期 
令和元年 

5 月 

令和元年 

5 月 

令和元年 

5 月 

配布・  

回収状況 

配布数   4,000 

回収数   2,335 

回収率   58.4% 

配布数    203 

回収数     76 

回収率  37.4% 

配布数    274 

回収数     58 

回収率  21.2.% 

 

調査対象 中高校生調査 

対象者と 

抽出方法 

 教育委員会を通して各

学校に配布 

調査方法 直接配布回収 

調査時期 
令和元年 

5 月 

配布・  

回収状況 

配布数  1,606 

回収数   1,512 

回収率  94.1％ 
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２．市民意識調査 

（１）住み心地 

江津市の「住み心地」についてみると、「とても住みやすい」が 8.7％、「どちらかといえば住みや

すい」が 46.4％、合計すると、住みやすいとする人は 55.1％となっています。一方、住みにくいと

する人は 24.1％（「どちらかといえば住みにくい」17.6％+「住みにくい」6.5％）となっています。 

また、19.3％は「どちらともいえない」としています。 

【属性別特徴】 

 年齢別にみると、住みやすいという人が半数を下回っているのは、男性では、20 歳代以下（48.3％）、

40 歳代（49.2％）、女性では、30歳代（48.8％）、40歳代（49.0％）です。 

 

 

問 9 あなたは江津市の「住み心地」についてどう感じていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.7

9.1

8.5

13.3

4.8

3.1

12.1

8.2

11.1

4.5

10.6

5.7

7.7

7.4

10.6

46.4

46.7

46.6

35.0

46.4

46.1

44.8

47.9

49.2

51.1

38.2

43.3

48.2

46.6

49.3

17.6

18.5

16.9

23.3

25.0

21.1

16.4

21.7

13.0

18.2

19.5

27.0

20.5

15.5

11.2

6.5

7.6

5.4

11.7

6.0

14.1

10.3

4.5

5.9

5.7

8.9

6.4

3.1

5.4

4.8

19.3

17.1

20.9

16.7

16.7

15.6

15.2

17.2

18.9

18.2

21.1

15.6

17.4

24.7

22.4

1.5

1.0

1.7

0.0

1.2

0.0

1.2

0.4

2.0

2.3

1.6

2.1

3.1

0.3

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市民(n=2335)

男性(n=1012)

女性(n=1205)

20歳代以下(n=60)

30歳代(n=84)

40歳代(n=128)

50歳代(n=165)

60歳代(n=267)

70歳以上(n=307)

20歳代以下(n=88)

30歳代(n=123)

40歳代(n=141)

50歳代(n=195)

60歳代(n=296)

70歳以上(n=357)

とても

住みやすい

どちらかといえば

住みやすい

どちらかといえば

住みにくい

住みにくい どちらとも

いえない

無回答

性

別

男

性

・
年

齢

別

女

性

・
年

齢

別
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37 .7

32 .4

29 .7

24 .3

12 .4

11 .9

8 .0

1 .7

1 .7

0 .4

0 .2

7 .9

0 .9

0 5 10 15 20 25 30 35 40

豊かな自然に恵まれている

地域に愛着を感じている

親や子ども、親類が近くにいる

暮らしていて安全である

騒音・悪臭など公害がなく住環境がよい

通勤・通学・買い物などが便利である

特に理由はない

医療機関や福祉サービスが充実している

子育て環境がよい

文化や教育の面で環境がよい

公共施設が充実している

その他

無回答

全体(n=1632)

(%)

（２）住み続けたい理由 

 

今後も居住意向のある人の住み続けたい理由をみると、「豊かな自然に恵まれている」が 37.7％と

最も多くなっています。次いで「地域に愛着を感じている」（32.4％）、「親や子ども、親類が近くに

いる」（29.7％）、「暮らしていて安全である」（24.3％）となっています。 

【属性別特徴】 

 性別にみると、男性に多いのが「地域に愛着を感じている」（男性 36.9％-女性 28.5％）。逆に、女

性に多いのが「親や子ども、親類が近くにいる」（男性 24.0％-女性 35.1％）です。 

 年齢別にみると、「親や子ども、親類が近くにいる」が、女性の 30 歳代（60.3％）、40 歳代（63.0％）

で特に多くなっています。 

 

問 10で、「１．ずっと住み続けたい」、「当分の間は住み続けたい」とお答えの方にお聞きします。 

問 10-1 住み続けたい主な理由は何ですか。次の中から２つまで選んでください。 
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60 .9

43 .0

16 .8

14 .1

12 .9

9 .8

4 .7

1 .2

18 .8

1 .2

0 10 20 30 40 50 60 70

医療機関や福祉サービスが不足している

買い物など日常生活が不便である

地域に愛着を感じない

通勤・通学が不便である

文化や教育の面で環境がよくない

子育て環境がよくない

治安や公害など生活環境がよくない

特に理由はない

その他

無回答

全体(n=256)

(%)

（３）市外に転出したい理由 

 

今後、市外への転出を考えているの理由としては、「医療機関や福祉サービスが不足している」が

60.9％と特に多く、「買い物など日常生活が不便である」が 43.0％となっています。以下、「地域に

愛着を感じない」（16.8％）、「通勤・通学が不便である」（14.1％）、「文化や教育の面で環境がよくな

い」（12.9％）と続いています。 

【属性別特徴】 

 性別にみると、「買い物など日常生活が不便である」は、女性では 39.6％ですが、男性では 46.2％

と多くなっています。 

 

問 10 で、「３．出来れば市外に移りたい」、「すぐにでも市外に移りたい」とお答えの方にお聞きし

ます。 

問 10-2 市外に移りたい主な理由は何ですか。次の中から２つまで選んでください。 
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指標
地域資源を活かした商工業の振興
農林水産業の振興
企業誘致の推進
観光の振興
観光PRの推進
雇用促進
U ・I ターン者の定住促進
住民参加の環境美化推進
環境保全対策の推進
新エネルギーの導入・活用
省エネルギーシステムの構築
各種イベント等の推進
体験・滞在型交流の推進
保健・医療・福祉の核づくり
人にやさしい環境づくり
健康づくりと予防の推進
医療体制・制度の充実
地域福祉の推進
高齢者福祉の充実
障がい者福祉の推進
子育サポートの充実
青少年の健全育成の推進
道路網の整備
総合的な交通ネットワークの充実
情報・通信基盤の整備・活用
安全で安定的な飲料水の確保
下水道整備
衛生環境の充実
市街地の計画的な整備
住宅・住環境の整備
景観形成の推進
治山・治水等の推進
防災・減災対策の推進
地域の安全・安心対策
伝統文化の保護・継承
文化活動の活性化
学校教育環境の整備
学校教育の充実
国際文化交流の推進
学校・家庭・地域の連携・協力の推進
生涯学習・生涯スポーツの充実と推進
人権尊重、人権感覚豊かな社会の実現
男女共同参画社会の形成
ボランティア活動の促進
コミュニティ活動の推進

平均

地域資源を活かした商工業の振興

農林水産業の振興

企業誘致の推進

観光の振興

観光PRの推進

雇用促進

U ・ I ターン者の定住促進

住民参加の環境美化推進

環境保全対策の推進

新エネルギーの導入・活用

省エネルギー

システムの構築

各種イベント等の推進

体験・滞在型交流の推進

保健・医療・福祉の核づく

り

人にやさしい環境づくり

健康づくりと予防の推進

医療体制・制度の充実

地域福祉の推進

高齢者福祉の充実

障がい者福祉の推進

子育サポートの充実

青少年の健全育成の推進

道路網の整備

総合的な交通ネットワークの充実

情報・通信基盤の整備・活用

安全で安定的な

飲料水の確保

下水道整備

衛生環境の充実

市街地の計画的な整備

住宅・住環境の整備

景観形成の推進

治山・治水等の推進

防災・減災対策の推進

地域の安全・安心対策

伝統文化の保護・継承

文化活動の活性化

学校教育環境の整備

学校教育の充実

国際文化交流の推進

学校・家庭・地域の連携・協力の推進

生涯学習・生涯スポーツ

の充実と推進

人権尊重、人権感覚豊かな社会の実現

男女共同参画社会の形成

ボランティア活動の促進

コミュニティ活動の推進

市民とともに考え、築きあげる協働のまちづくり

平均

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

4.7

2.2 2.3 2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5 3.6

重
要
度

満足度

（４）市の全判的な取組について（満足度・重要度の平均スコア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
体
平
均
ス
コ
ア 

全体平均スコア 

低い←    満足度    →高い 

満足度が低い（2.894 未満） 

重要度が高く（3.990 以上） 

 

③現状維持項目 ④長期対応項目 

①早期改善項目 ②随時改善項目 

高
い
← 

 
 

重
要
度 

 
 

低
い
→ 

満足度が高い（2.894 以上） 

重要度が高く（3990 以上） 

 

満足度が低い（2.894 未満） 

重要度が低く（3.990 未満） 

 

満足度が高い（2.894 以上） 

重要度が低く（3.990 未満） 
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（５） まちづくりについての考え方 

まちづくりに関する考え方をみると、「市と市民の役割分担を定め、市民参加を進めながら協働で

行う」が 52.8％と半数を超えています。次いで「まちづくりは行政が主体となって行う」が 13.5％、

「まちづくりは住民が自ら行うものであり、市民が中心で行う」が 9.8％、「民間企業が主体となれ

る事業についてはなるべく民間にまかせる」が 5.7％となっています。 

【属性別特徴】 

 性別、男女年齢別にみても、「市と市民の役割分担を定め、市民参加を進めながら協働で行う」が

最も多くなっています。 

 

 

問１６ まちづくりに関して、あなたの考えにもっとも近いものを次の中から１つ選んでください。 
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8.9

17.0

12.3

10.1

8.7

52.8

51.4

54.9
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65.1

57.4

47.1

1.3

2.0

0.8

3.3

2.4

0.8

3.0

1.5

2.0

1.1

0.8

1.4

1.0

0.7

0.6

12.9

9.3

15.9

11.7

3.6

14.8

11.5

7.1

8.8

18.2

19.5

10.6

8.2

13.5

22.1

3.9

2.7

4.5

1.7

0.0

0.0

0.6

3.0

5.5

3.4

0.0

1.4

2.1

4.1

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市民(n=2335)

男性(n=1012)

女性(n=1205)

20歳代以下(n=60)

30歳代(n=84)

40歳代(n=128)

50歳代(n=165)

60歳代(n=267)

70歳以上(n=307)

20歳代以下(n=88)

30歳代(n=123)

40歳代(n=141)

50歳代(n=195)

60歳代(n=296)

70歳以上(n=357)

まちづくりは住民が自ら行うものであり、市民が中心で行う

民間企業が主体となれる事業についてはなるべく民間にまかせる

まちづくりは行政が主体となって行う

市と市民の役割分担を定め、市民参加を進めながら協働で行う

その他

わからない

無回答

性

別

男

性

・
年

齢

別

女

性

・年

齢

別
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28 .9

21 .1

11 .8

11 .8

10 .5

6 .6

3 .9

3 .9

3 .9

2 .6

1 .3

1 .3

0 .0

18 .4

10 .5

0 .0

0 5 10 15 20 25 30 35

生まれ育った土地

会社などで決められた場所

自然環境が豊か

仕事がある

家賃

医療・福祉のサービスの充実度

交通の便がよい

買い物をする店の多さ

近所のつきあい、地域活動の活発さ

安心安全な場所

教育・保育のサービスの充実度

まちの知名度

移住者への助成制度

その他

わからない・特にない

0

転入者(n=76)

(%)

３．転入者調査 

（１） 江津市に住むことを決めた際に、重視した点 

江津市に住むことを決めた際に、重視した点としては、「生まれ育った土地」が 28.9％と最も多く

なっています。次いで「会社などで決められた場所」（21.1％）、「自然環境が豊か」（11.8％）、「仕事

がある」（11.8％）、「家賃」（10.5％）となっています。 
 

 

問 2 あなたが、江津市に住むことを決めた際に、重視した点は何ですか。 
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32 .9

15 .8

10 .5

9 .2

7 .9

5 .3

3 .9

1 .3

10 .5

35 .5

0 5 10 15 20 25 30 35 40

公園や自然環境の豊かさ

職場が近い、仕事が多い

近所のつきあい、地域活動の活発さ

医療・福祉のサービスが充実している

教育・保育のサービスが充実している

道路・交通機関が便利

防犯・防災体制が整っている

まちがにぎわっている

その他

わからない・特にない

転入者(n=76)

(%)

46 .1

44 .7

35 .5

25 .0

13 .2

7 .9

3 .9

1 .3

11 .8

19 .7

3 .9

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

道路・交通機関が不便

まちが寂しい

医療・福祉のサービスが不十分

職場が遠い、仕事が少ない

教育・保育のサービスが不十分

近所のつきあい、地域活動が活発でない

公園や自然環境が少ない

防犯・防災体制が不十分

その他

わからない・特にない

無回答

転入者(n=76)

(%)

（２） 江津市が住みやすいと感じる点 

江津市が住みやすいと感じる点としては、「公園や自然環境の豊かさ」が 32.9％と最も多くなって

います。次いで「職場が近い、仕事が多い」（15.8％）、「近所のつきあい、地域活動の活発さ」（10.5％

となっています。 
 

 

問４ 江津市が住みやすいと感じる点はどういった点ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 江津市が住みにくいと感じた点 

江津市が住みにくいと感じた点としては、「道路・交通機関が不便」（46.1％）と「まちが寂しい」

（44.7％）の 2 つが 40％を超えています。次いで「医療・福祉のサービスが不十分」（35.5％）、「職

場が遠い、仕事が少ない」（25.0％）となっています。 

 

 

問５ 江津市が住みにくいと感じた点はどういった点ですか。 
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51 .7

36 .2

25 .9

24 .1

15 .5

12 .1

12 .1

10 .3

6 .9

5 .2

1 .7

0 .0

17 .2

6 .9

1 .7

0 10 20 30 40 50 60

仕事がある

交通の便がよい

買い物をする店の多さ

家賃

医療・福祉のサービスの充実度

安心安全な場所

教育・保育のサービスの充実度

生まれ育った土地

自然環境が豊か

まちの知名度

移住者への助成制度

近所のつきあい、地域活動の活発さ

その他

わからない・特にない

無回答

転出者(n=58)

(%)

7.6

8.8

6.9

36.9

47.7

30.9

33.0

30.0

34.7

22.0

12.9

27.0

0.5

0.6

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1512)

中学生(n=543)

高校生(n=969)

とてもある 少しある あまりない まったくない 無回答

４．転出者調査 

（１） 新しく住む場所を決定した際に重視した点 

新しく住む場所を決めた際に、重視した点としては、「仕事がある」が 51.7％と半数を超えていま

す。次いで「交通の便がよい」（36.2％）、「買い物をする店の多さ」（25.9％）、「家賃」（24.1％）、「医

療・福祉のサービスの充実度」（15.5％）となっています。 

 

 

問２ あなたが、新しく住む場所を決定した際に、重視した点は何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．中高校生調査 

（１） まちづくりに対する関心度 

まちづくりに対する関心度（「とてもある」+「少しある」）をみると、中学生は 56.5％ですが、高

校生は 37.8％となっています。 
 

 

問４ 今、あなたは、「江津市のまちづくり」に、興味や関心はありますか。 
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27 .4

29 .1

39 .6

28 .2

9 .3

8 .4

6 .8

25 .1

12 .0

12 .1

14 .3

6 .9

36 .3

9 .0

5 .8

4 .4

25 .0

19 .0

50 .3

32 .0

12 .3

9 .6

6 .1

23 .9

12 .0

14 .0

13 .1

6 .1

33 .3

12 .2

4 .4

5 .5

28 .8

34 .8

33 .6

26 .0

7 .6

7 .7

7 .2

25 .8

12 .1

11 .0

15 .0

7 .3

38 .0

7 .2

6 .5

3 .7

0 10 20 30 40 50 60

公園などがたくさんある市街地や住環境の

整備された快適なまち

通勤や通学のための道路や鉄道などの

交通が便利なまち

だれもが安心して安全に暮らせるまち

緑が多く空気や川がきれいな自然の

豊かなまち

リサイクルや温暖化防止など環境に

やさしい仕組みが整ったまち

地域の人とのコミュニケーションが

活発なまち

教育や学習環境の充実したまち

スポーツ施設や文化施設が充実したまち

文化芸術やお祭りなどが活発なまち

子育てしやすく子どもが多いまち

医療機関や福祉施設が整っているまち

産業が盛んで働く場所が充実しているまち

まちのイメージがおしゃれで買い物に

便利なまち

人権が守られるまち

その他

無回答

全体(n=1512)

中学生(n=543)

高校生(n=969)

(%)

（２） 江津市の将来像 

江津市の将来像としては、中学生では「だれもが安心して安全に暮らせるまち」が最も多くなっ

ていますが、高校生では「まちのイメージがおしゃれで買い物に便利なまち」が最も多くなってい

ます。これら以外では、「緑が多く空気や川がきれいな自然の豊かなまち」、「公園などがたくさんあ

る市街地や住環境の整備された快適なまち」、「スポーツ施設や文化施設が充実したまち」などが多

くあげられています。 

 

 

問１０ あなたは将来、江津市がどのようなまちになることを望みますか。 
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６．用語集 

英

字 

ＩＣＴ Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。 

ＩoＴ Internet of Things（インターネットオブシングス）の略で、さまざまなものがインタ

ーネットに繋がること、またはインターネットに繋がるさまざまなモノのこと。 

ＬＧＢＴ Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）、Gay（ゲイ、男性同性愛者）、Bisexual（バイ

セクシュアル、両性愛者）、Transgender（トランスジェンダー、性別越境者）の頭文

字をとった単語で、セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の総称のひとつ。 

Ｍｂｐｓ データ通信速度の単位。 

ＲＰＡ Robotic Process Automation の略。これまで人間のみが対応可能と想定されていた作

業や、より高度な作業をソフトウェア・ロボットが代行・自動化する取り組み及びそ

の概念。 

Society5.0 仮想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解

決を両立する、人間中心の社会。狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、

第５社会のこと。 

ＳＤＧｓ Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。2015 年 9 月の国連サ

ミットで採択された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。 

ＵＩターン 都市部から地方移住することを指す。「Ｕターン」は、出身地から都市部へ移り住み、

その後また出身地へ戻り住むこと。「Ｉターン」は、出身地から住んだことのない地

方へ移り住むこと。 

あ 赤ちゃん登校日 小学生が赤ちゃんとのかかわり体験を通して「小さな命に感動する心」「親への感謝

の心」「人を思いやる心」、そして「生きる勇気」を育むことを目的に行っている事業。 

空き家バンク 空き家の賃貸・売却を希望する所有者から提供された情報を集約し、空き家をこれか

ら利用・活用したいと考える人に紹介する制度。 

アセットマネジメント 様々な資産の管理・運用を代行する業務。 

イノベーション 革新的な取り組みのこと。 

インキュベーションルーム 起業・創業支援のための貸事務室などのこと。 

インクルーシブ教育システ

ム 

人間の多様性の尊重等を強化し、障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大

限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能にするという目的の

下、障がいのある者と障がいのない者が可能な限り共に学ぶ仕組みのこと。 

インフラ インフラストラクチャーの略。経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物。ダム・

道路・電気・上下水道・通信施設などの産業基盤、および学校・病院・公園などの公

共の福祉にかかわる施設のこと。 

インバウンド 外国人が日本に訪れてくる旅行のこと。 

営農コーディネーター 農林水産物直売所への安定供給及び学校給食の地産地消を推進する役割を担う人。 

親学プログラム 参加型学習の手法を用いた親同士の学び合いにより、「親としての役割」や「子ども

とのかかわり方」について気づきを促し、わが子だけでなく「他人の子・他の親・学

校・地域等との関係性」も考えることができる学習プログラム。 

か 海岸保全区域 津波、高潮、波浪等による被害から海岸を防護し、国土を保全する必要がある区域の

こと。 

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々

と多様に関わる人々のことを指す。 

看護小規模多機能型居宅介

護事業所 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせた、通所・訪問・短期間の宿泊で介

護や医療・看護ケアが受けられる施設のこと。 

かん養 森林の土壌が、降雨を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和すると

ともに、川の流量を安定させる機能及び雨水が森林土壌を通過することで水質を浄化

させる機能のこと。 

キャリア教育 一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てること



 

177 

資料編 

を通して、キャリア発達を促す教育。 

グローバル化 情報通信技術の進展、交通手段の発達による移動の容易化、市場の国際的な開放等に

より、人、物材、情報の国際的移動が活性化して、様々な分野で「国境」の意義があ

いまいになるとともに、各国が相互に依存し、他国や国際社会の動向を無視できなく

なっている現象のこと。 

健康寿命 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のこと。 

減災 災害時において発生し得る被害を最小化するための取り組み。あらかじめ被害の発生

を想定した上で、その被害を低減させようとするもの。 

耕作放棄地 過去１年以上耕作が行われておらず、近いうちに耕作する予定のない放置された農地

のこと。 

合計特殊出生率 一人の女性が生涯に産む子供数の推計。15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の

合計。 

国土強靭化 国民の生命と財産を守り抜くため、事前防災・減災の考え方に基づき、強くてしなや

かな国をつくる取り組み。 

コミュニティバス 交通空白地帯・不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に計画し運行する乗

合バス。 

コンソーシアム ２つ以上の個人、企業、団体、政府から成る団体で、共同で何らかの目的に沿った活

動を行ったり、共通の目標に向かって資源を蓄える目的で結成される団体のこと。 

コンパクト・プラス・ネッ

トワーク 

都市全体の構造を見渡しながら、住宅及び医療・福祉・商業その他の居住に関連する

施設の誘導と、それと連携した地域公共交通ネットワークの再編を行うことにより、

コンパクトなまちづくりの実現を図ること。 

さ 再生可能エネルギー 太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、永続的に利用することができると認

められるもの。 

産業人材育成コーディネー

ター 

学校と企業が連携したキャリア教育や実習などの取組や地元就職の促進を図るため

配置された人。 

シェアハウス 一つの賃貸物件に親族でない複数の人が協働で生活する共同居住型賃貸住宅。 

自主財源比率 自治体が自らの権能に基づいて自主的に収入できる財源（自主財源）が財源全体に占

める比率のこと。 自主財源は、市町村税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財

産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入からなる。 

指定管理者 

（指定管理者制度） 

「公の施設」の管理について、民間の事業者、NPO 法人、ボランティア団体なども含

め、議会の議決を経て地方公共団体の指定を受けた者が「指定管理者」として管理を

代行する制度。 

シティプロモーション 地域のイメージ向上やブランドの確立をめざし、地方自治体が行う「宣伝・広報・営

業活動」（プロモーション）のこと。観光振興だけでなく、移住促進などを目的とし

たプロモーション活動も含まれる。 

食育 生涯にわたって、健全な心身を培い、豊かな人間性を育むため、「食」に関する知識

と選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てるもの。 

食品ロス まだ食べられるのに廃棄される食品のこと。 

自主防災組織 地域住民が協力して「自分たちの地域を自分たちで守る」ために立ち上げる組織のこ

と。 

自助・共助・公助 「自助」とは、住民ひとりひとりが豊かな生活を送るために努力すること、「共助」

とは、近隣の人々、また市民が豊かな地域づくりに協力・協働すること、「公助」と

は、法律や制度に基づき、行政機関などが提供するサービスなど。 

スクールソーシャルワーカ

ー 

問題を抱える児童生徒や保護者に対し、福祉やその他の専門機関と連携しながら環境

の改善を図り、支援をする専門職。 

スプリアス問題 スプリアスとは、無線設備から発射される電波のうち、本来必要とされる所定の周波

数から外れた不要な電波のことで、電波法によりその強度の規格が定められている。
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法改正により、新たな規格が適用され、旧規格に基づく無線設備が使用できなくなる

問題。 

３Ｒ（スリーアール） 「１．リデュース（Reduce 減らす）」「２．リユース（Reuse 繰り返し使う）」「３．

リサイクル（Recycle 再資源化する）」の３つの頭文字のＲ（アール）をとった総称

で、１．２．３の優先順位で循環型社会実現を推進するキーワード。 

生活支援コーディネーター 高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域におい

て、生活支援および介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能

を果たす人のこと。 

生物多様性 生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。 

セーフティネット 社会的安全網のこと。病気・事故や失業などで困難な状況に陥った場合に援助したり、

そうした事態になることを防止するしくみまたは体制を意味する。 

ソーシャル・ネットワーク 個人と個人のつながりを明らかにした関係図を表す言葉。 

Social Networking Service(SNS)は、人と人との現実の関係をインターネットを使っ

て補助するコミュニケーション・サービスのこと。 

ソーシャルビジネス 社会的課題の解決を目的とした持続的な事業活動。従前の営利を目的とした典型的な

会社とは異なり、無報酬の善意に依存するボランティア活動とも異なる事業形態。 

た 多極ネットワーク型コンパ

クトシティ 

医療・福祉施設、商業施設や居住等が徒歩等により移動できる範囲にまとまって立地

する生活拠点を複数定め、これらを公共交通等で結び高齢者をはじめとする住民がこ

れらの施設に容易にアクセスできる環境を整えるもの。「多極」の言葉のとおり、生

活サービス施設や公共施設を１箇所に集中させるのではなく、自治体の規模や歴史的

背景等も考慮し複数個所を生活拠点としての中心的エリアとするもの。 

多文化共生 国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認めあい、対等な関係を築こう

としながら、地域社会の構成員としてともに生きていくこと。 

通行障害既存耐震不適格建

築物 

昭和 56 年 5 月 31 日以前の旧耐震基準により建築され、現行の耐震関係規定に適合し

ない全ての建築物で、地震によって倒壊した場合に道路の通行を妨げ、多数の者の円

滑な避難を困難とするおそれがあるもの。 

地域包括ケア 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域

で、自分らしい暮らしを続けることができるように、医療・介護・介護予防・生活支

援などの地域の包括的な支援・サービス提供を行うこと。 

地域林政アドバイザー制度 市町村や都道府県が、森林・林業に関して知識や 経験を有する者を雇用する、ある

いはそのような技術者が所属する法人等に事務を委託することを通じて、市町村の森

林・林業行政の体制支援を図る制度のこと。 

小さな拠点 小学校区など、複数の集落が散在する地域（集落生活圏）において、商店、診療所な

どの日常生活に不可欠な施設・機能や地域活動を行う場所を集約・確保し、周辺集落

とバスなどの交通ネットワークで結ぶことで、人々が集い、交流する機会が広がって

いく、集落地域の再生を目指す取組。 

地産地消 地域で生産されたものを地域で消費することと、地域で生産された農産物を地域で消

費しようとする活動を通じて、農業者と消費者を結びつける取り組みのこと。 

チップボイラー 林地残材や間伐材などの粉砕チップを燃料として利用したボイラー。 

知徳体 「確かな学力（知）・豊かな心（徳）・健やかな体（体）」の趣旨を縮めた言葉。 

デマンドバス 利用者の予約に応じてバスを運行するサービス。 

テレワーク 情報通信技術を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のこと。形態と

して、在宅勤務やモバイルワーク、施設利用型（サテライトオフィスなど）がある。 

田園回帰・ローカル志向 都市部から過疎地域等の農山漁村へ移住しようとする動きや考え方。 

な 日本型直接支払制度 農業の持つ多面的機能（国土保全、水源かん養、自然環境の保全、景観の保全など）

の維持・発揮のため、地域活動や営農活動に対して行われる支援制度のことで、多面

的機能支払制度、環境保全型農業直接支援対策、中山間地域等直接支払対策の３制度
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を併せた総称のこと。 

認定こども園 幼稚園と保育所（園）の機能や特徴を併せ持ち、教育・保育を一体的に提供する施設

のこと。 

認定農業者 農業経営改善計画の認定を受けた農業者。認定農業者になると、融資や補助など支援

を重点的に受けることができる。 

は バイオマス 動植物などから生まれた生物資源の総称。 

バーチャルコミュニケーシ

ョン 

インターネット上の仮想空間で、自分の分身を操り、他のメンバーと会話などで通じ

合うこと。 

バリアフリー 多様な人が社会に参加する上での障壁（バリア）をなくすこと。社会生活に参加する

上で生活の支障となる物理的な障害や、精神的な障壁を取り除くための施策、または

具体的に障害を取り除いた事物および状態。 

人・農地プラン 農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体、地域のおける農業の将来の

在り方などを明確化し、公表するもの。 

避難行動要支援者登録制度 要配慮者（高齢者・障がい者・乳幼児その他の特に配慮を要する人）のうち、災害が

発生し、または災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な人であ

って、災害時に支援を必要とする人たちを対象とした「避難行動要支援者名簿」への

登録を行う制度のこと。 

ビジネスプランコンテスト 参加者のビジネスプランの優劣をコンテスト形式で競うもの。江津市では、地域資源

の活用や地域の課題解決につながるビジネスを行う人材の誘致、掘り起こし、支援を

行い、地域活性化を目指すための取り組みとして実施している。 

病診連携 病院と診療所がそれぞれの役割、機能を分担し、連携しながら診療を行うこと。普段

の通院や病状が安定している場合はかかりつけ医（診療所）へ行き、高度な検査や治

療が必要な場合には紹介により病院で検査、治療を行うといったことにより、効率

的・効果的な医療を提供する仕組み。 

５Ｇ（ファイブジー） 第５世代移動通信システムのこと。日本は令和 2 年（2020 年）から商用サービスが

開始予定。「高速大容量」「高信頼・低遅延通信」「多数同時接続」の特徴をもち、社

会に技術革新をもたらすといわれている。 

ファミリー・サポート・セ

ンター事業 

地域において育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、育児について助け

合うシステムのこと。 

ベイズ推定値 過去のデータと新たに得たデータをもとに不確実な事象を予測する手法。 

ま まちづくり会社（ＳＰＣ） 特別目的会社。特別な目的達成のために設立された会社のこと。 

ら リノベーション 手を加えてよくすること。修復、再生のこと。リフォームと比べて大規模な建物の改

修のこと。 

レセプト 医療費の請求明細のことで、保険医療機関・保険薬局が保険者に医療費を請求する際

に使用するもの。 

６次産業化 １次産業（農林漁業）、２次産業（製造業）、３次産業（小売業・サービス業）が総合

的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用して新たな付加価値を生み出す取り組み

のこと。 

わ ワークショップ 一方的に講義や研修を受けるのではなく、参加者が主体的・能動的に意見交換や体験

を行うことで、課題解決や合意形成、学習などを行う場。 

ワーク・ライフ・バランス 国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすととも

に、家庭や地域生活においても、子育て期、中高年期などといった人生の各段階に応

じて多様な生き方が選択、実現できることをいう。 
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